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的とした。2007 年新潟県中越沖地震では 46 日間に、最大 68 箇所の避難所に延
べ 32070 人の住民が避難者され、医療ボランティアによって 218 回の避難所巡回
診療が行われた。2004 年 6 月に国会で成立した「国民保護法」(平成 16 年 6 月




































































また 1948 年 6 月 28 日の福井地震では、東京学生同盟や京都府・島根県の青年
団が、地震で破壊された堤防を修復し、被災者への食料配給などを行ったほか、
YMCA が授乳所を運営し、永平寺の修行僧が青空学級を開講した等が記録されて
いる。近年では 1990 年から 1995 年にかけての雲仙噴火災害に災害ボランティ
アが活躍し、 また 1993 年 7 月の北海道南西沖地震において救援物資の搬入、
仕分けなどに延べ 9,000 人のボランティアが活躍している（防災白書）。 
 しかし災害ボランティアが全国的に広く周知されたのは阪神・淡路大震災の




の閣議了解により、毎年 1月 17 日を防災とボランティアの日として、また 1月
15 日から 21 日を「防災とボランティア週間」とする事が決められた。さらに同
年 12 月の災害対策基本法の改正により「ボランティア」と言う言葉が我が国の
法律に初めて明記された（防災白書）。その後も「ナホトカ号」重油災害(1997
年 1 月)27 万 4,600 人、有珠山噴火災害(2000 年 6 月)9,200 人、東海豪雨(2000




                                            
1脚注 1)主要な災害ボランティア団体  
(Wikipedia:http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%BD%E5%AE%B3%E3%83%9C%E3%83%
A9%E3%83%B3%E3%83%86%E3%82%A3%E3%82%A2:2008.2.28 より) 
日本赤十字社奉仕団・NPO 法人レスキューストックヤード（愛知県）・NPO 法人 NPO 愛知ネ















害ボランティアセンター」が全国で 58 設置されている。 




























































































淡路大震災の 130 万人、中越地震の 5,666 人、能登半島地震の 2,851 名から中
 6
越沖地震の 2,296 名へと激減している。義援金も阪神淡路の 2000 億円から中越























































                                            















































と呼ぶ (田中二郎:「要説行政法・中巻」弘文堂, pp137-138, 1993)。3脚注 3) 
 このうち労役負担の不履行については，それに対する制裁は特別の罰則の定









とを命じる(港湾 55 条 3 項)」といい、道路法に「災害の現場に在る者又はその
付近に居住する者を防御に従事させる(道路 68 条 2 項)」がごときである。これ
らは性質上不平等の負担で損失補償の問題を生じる(8. 杉村章三郎・山内一編夫:
「精解行政法下巻」, 光文書院, pp438-452(人的公用負担) 1971)。 
 人的公用負担を命じている法規は現在でも、消防法§29:5、水防法§17、災害
救助法[§24:1, §24:2, §25, §26:1]、水害予防組合法[§50:2, §49:1]、河川法
§22:2、道路法§68:2、港湾法§55:3、漁港法§36:2、警職法§4:1、水難救助法
§6:1、海上保安庁法§16、自衛隊法§94:2、水道法§40:1、有線電気通信法§15:1、
電波法§74:1、港湾運送事業法§18:2(2)、災害対策基本法[§57, §65:1, §71:1, 







 憲法 18 条の補償する「苦役からの自由」は、2006 年から実施される裁判員制
                                            




場合には辞退を申し出ることが認められている。(1) 70 歳以上の者, (2)地方公共
団体の議員(会期中の者に限る), (3)学生又は生徒, (4)過去 5 年内に裁判員又は補
充裁判員の職にあった者, (5)過去 1 年内に裁判員候補者として裁判員選任期日


















































                                            
4脚注 3) 





















3.  新潟県の自然災害被害と被災者援助の実態 
3.1 新潟地震 
 1964 年 6 月 16 日の午後 1 時 1 分、新潟地震が発生した。震源は、新潟市から
北へ 50 ㎞ほど離れた粟島南方の海底下で、地震の規模はM7.5、震源の深さは 34
㎞であった。この地震により、山形県から新潟県にかけての日本海側では、ほ
とんどが震度 5 の強震となり、鶴岡市では震度 6 の烈震を記録した。被害は、
新潟･山形両県をはじめ九県に及び、死者 26 人、全壊家屋 1960 戸、全焼 290 戸
を数えた。家屋などの全半壊が多かったのは、新潟県では、新潟市･神林町･中
条町･水原町、山形県では、酒田市･鶴岡市･遊佐町･温海町などの各市町であっ
た。神林町の塩谷集落では、全戸数 316 のうち半数にあたる 152 戸が全半壊し
たという。(伊藤和郎 2005) この時に吉岡訓導が自らの命を犠牲にして生徒達
の命を救ったことが、教師の鏡として誉めたたえられ浪曲の演題とまでなって
日本人の心に深く刻まれた(日経新聞 2007.9.14 文化 44 面記事「女先生の誠伝え
る浪曲」)。86)
3.2 中越地震 







駆けつけた。なお市内には 300 名の留学生を含んで総計 2,100 名の外国籍の住民
が存在したが、その内 400 名が避難所に避難された。避難民の急増のため避難
所も災害時に想定されていた設置数を大幅に上回り、1 ヶ月後には学校の体育館
や地域のコミュニティセンターなど合わせて計 125 カ所の避難所に増加した。 
 寒さに向かう晩秋であったためインフルエンザに備えて、避難所生活の長期
化が予想される山古志村と太田地区の方々を対象に、各避難所で 11 月 10 日、
11 日の両日にインフルエンザワクチンの接種を行なうとともに、長岡市の他の








医師数は延べ 314 名、患者数は延べ 2031 名となった。患者数は地震発生 5 日後
の 10 月 27 日に 265 名をピークとして 2 週間後には 20 名以下に激減した。また
避難所の整理に伴い、避難所当りの患者数と医師当りの患者数は地震発生 9 日
目をピークとして、それぞれ 12.8 名、17.6 名となっていた(Fig.3)。 
 地震発生当初は、長岡赤十字病院・厚生連長岡中央総合病院・立川病院の 3





た。入院患者 48 名の疾患分布では、呼吸不全(18 名)・骨折(14 名)が多く、頭部
外傷(5 名)と熱症・切迫流産(各 3 名)が続いた。DOA(Dead on Arrive:病院到着死)
で亡くなられた方は 3 名おられ、そのうち 2 名はいずれも車中避難の Economy 
























































































































3.3.1 所巡回診療の経験中越沖地震避難  
7 震発生と同時に長岡市医師会から会
較
 200 年 7月 16日に生じた新潟県中越沖地
員に待機指示があり、筆者は 8 月 7 日に医師会事務担当星氏より出動要請され
たたため柏崎市避難所巡回診療を承諾した。記録係として内山尚志助教に同行






野コミ・鯨波コミ・高田コミ・翔洋中の 7 箇所を、午後 1 回、夜 1 回巡回診療
する。ただし午後は被災者のほとんどが仕事に出ていたため、避難所は空であ
るところが多く、高田コミセンで 1 名診療したのみ。17 時に本部に戻り、立川
病院チーム・新発田北蒲原郡チーム・県立中央病院チームととともに救護班ミ















発災 1 週間後の避難所当り避難者数は 26.5%にまで減少し、巡回診療回数もそれ












































































































































































































 (A) 国土保全関係法 


















て規定する。その他に「国土総合開発法」(昭 25 法 205 号)・「治山治水緊急措置
法」(昭 35 法 21 号)・「特定多目的ダム法」(昭 32 法 35 号)なども海岸防護に関係
している。 
(4)その他の国土保全関連法 
「港湾整備緊急措置法」(昭 36 法 24 号)、「森林法」(昭 26 法 249 号)、「砂利採坂
法」(昭 43 法 74 号)などがある。 
(B) 危険地関係法 








「地すべり等防止法」(昭 33 法 30 号)などがある。 
(C) 災害多発地域関係法 
 災害多発地域については、数多くの特別法が制定されており、「積雪寒冷地単
作地帯振興臨時措置法」(昭 26 法 66 号)・「特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時
措置法」(昭 27 法 96 号)・「急傾斜地帯農業振興臨時措置法」(昭 27 法 135 号)・「海
岸砂地地帯農業振興臨時措置法」(昭 28 法 12 号)・「積雪寒冷特別地域における
道路交通の確保に関する特別措置法」(昭 31 法 72 号)・「台風常襲地帯における
災害の防除に関する特別措置法」(昭 33 法 72 号)・「豪雪地帯対策特別措置法」(昭
37 法 73 号)などがある。 
(D)  危険未然防止関係法 


























「工業用水法」(昭 31 法 146 号) ・「建築物用地下水の採坂の規制に関する法律」
(昭 37 法 100 号)・「住宅地造成事業に関する法律」(昭 39 法 160 号)・「都市計画
法」(昭 43 法 100 号)・「都市再開発法」(昭 44 法 38 号)などがある。 
(E)  危険対象物規制関係法 
 「火薬類取締法」(昭 25 法 149 号)・「高圧ガス取締法」(昭 26 法 204 号)・「放
射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」(昭 32 法 167 号)・「液化





































(明 32 法 93 号)・「食糧管理法」(昭 17 法 40 号)・「土地収用法」(昭 26 法 219
号)などがある。 
                                            
5 脚注 4)「災害対策基本法解説」, 消防庁防災課監修・防災研究会編著, 全国加除法令出版刊, 
1977 および消防庁防災管理官等編「防災法規の総合解説」全国加除法令出版 1971 総論・・災




交通法」(昭 35 法 105 号)、「非常時における土地の一時使用等を規制する道路
法」(昭 27 法 180 号)、自動車運送事業者に対する運送命令とその損失補償、
運送開始の延長・運送の拒絶等を規定する「道路運送法」(昭 26 法 183 号)、
船舶運航事業者に対し道路運送法と同様の措置を命じる「海上運送法」(昭和
24 法 187 号)、「港湾運送事業法」(昭 26 法 16 号)、港湾迎送事業者に対し、道
路連送法と同様の措置をとる「港湾法」(昭 25 法 218 号)などがある。 
⑥ 通信情報伝達関係の応急防災法規 






 さらに「電波法」(昭 25 法 131 号)に無線施設設置者に対する非常時の無線
通信命令等、「有線電気通信法」(昭 28 法 96 号)に有線電気通信設傭設置者に
対する非常時の通信命令等が定められている他、「郵便法」(昭 22 法 165 号)・








 保健衛生関係では「伝染病予防法」(明 30 法 36 号)に都道府県知事のねずみ
族昆虫等の駆除およびこれに関する施設の作成命令が規定されており、また


















(ア)公共土木施設関係[公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭 26 法 97 号)]
 災害を受けた地方公共団体またはその機関が維持管理する公共土木施設(河川、
海岸、砂防設備、林地荒廃防止施設、道路、港湾、漁港)の災害復旧に関する国









(ウ)公営住宅関係[公営住宅法(昭 26 法 193 号)]
 公営住宅および共同施設の災害復旧について、国が公営住宅の種別等に応じ
て 1/2 または 2/3 の補助を行なう。 
(エ)社会福祉施設関係[生活保護法(昭 25 法 144 号)児童福祉法(昭 22 法 164 号)身










担方式により、市町村・県・国はそれぞれ 1/3 ずつ負担する。 
(カ)交付税関係[地方交付税法(昭 25 法 211 号)]






「水道法」(昭 32 法 177 号)では上水道の復旧事業の国庫補助をおこなう。 
「土地区画整理法」(昭 29 法 119 号)により被災地の復興を目的とする土地区画
整理事業に対し 1/2 以内の国庫補助を実施する他、「国有財産法」(昭 23 法 73 号)



















2.[農林漁業金融公庫法(昭 27 法 355 号)] 
 農林漁業施設の災害復旧につき、農林漁業金融公庫から事業費の 80%以内で
低利融資が行なわれる。 
3.[農業災害補償法(昭 22 法 185 号)] 
 農業災害に対処して農業協同組合等の共済事業・農業共済組合連合会の保険
事業・政府の再保険事業により損失の補填を行なう。 
4.[漁業災害補償法(昭 39 法 158 号)]:「漁船損害補償法」(昭 27 法 28 号)類似の規
定である。 
5.[天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法(昭 30








「製塩施設法」(昭 27 法 257 号)、製塩業者の災害復旧の補助をおこなう。 
その他「開拓者資金融通法」(昭 22 法 6 号)、「農業改良資金助成法」(昭 31 法 102





である場合に、「地方鉄道軌道整備法」(昭 28 法 169 号)や「空港整備法」(昭 31
法 80 号)などによって国が費用の一部補助を行なう。 
(イ)租税の滅免、徴収猶予関係 
「災害被災者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律」(昭 22 法 175 号)、



























































                                            




れに応じなかつた者(軽犯罪法昭和 23(1948)年 5 月 1 日法律第 39 号・昭和






















 これらの人的公用負担法制を日本国憲法から見た場合には、第 12 条〔自由及
び権利の保持義務と公共福祉性〕、第 13 条〔個人の尊重と公共の福祉〕、第 18
条〔奴隷的拘束・苦役からの自由〕1)、第 31 条〔生命及び自由の保障と科刑の
制約〕に抵触する違憲の可能性がある12)13)。7脚注 6) 
                                            
7 脚注 6)  












 例えば佐藤幸治教授は、「一般に災害対策基本法 65 条・71 条、災害救助法 24






















                                                                                                                                
第 18 条〔奴隷的拘束・苦役からの自由〕 
何人も，いかなる奴隷的拘束も受けない。又，犯罪に因（よ）る処罰の場合を
除いては，その意に反する苦役（くえき）に服させられない。 








のとして、比較衡量論や二重の基準 (double standard) の理論が提唱されている。 
 この「公共の福祉」と「基本的人権」との関係についての学説としては、以




































































































 スウェーデンの医学教育においては既に 1958 年から戦時医学が 6 時間講義さ
















万人)、消防(5 万 3 千人)、医療(4 万人)、誘導(4 万 5 千人)、監視(3 万 6 千人)、
工場防衛(2 万人)を担当している。非常時の市民防衛隊の動員数は 15 万人の成
人男女のほか、住宅防衛を目的として自由意志による郷土防衛隊が 15 万人動員
可能である。この外 20 の救助大隊と 21 の衛生大隊、それに 6 機ずつの飛行機
を有する 28 の自由飛行士連盟が市民防衛隊に含まれる。特に大都市には災害救



















































































































 人口 850 万人の小国であるにもかかわらず、国内だけでなく全世界のどこに
でも数時間以内に救難出動できる体制が常時取られている。 
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